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寺井隆幸（自己紹介）
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1954. 5 兵庫県神戸市生まれ（兵庫県・私立六甲学院高等学校出身）
1978. 3 東京大学工学部原子力工学科卒業
1980. 3 東京大学大学院工学系研究科修士課程（原子力工学専攻）修了
1983. 3 東京大学大学院工学系研究科博士課程（原子力工学専攻）修了
1983. 4 日本学術振興会奨励研究員に採用
1984. 11 東京大学工学部助手（原子力工学研究施設＠東海村）に採用
1986. 11〜1987. 2 アメリカ・ローレンスリバモア国立研究所に客員研究員として滞在
1987. 12 工学部助教授（原子力工学科）に昇任
1992. 5 〜1993. 2 ドイツ・カールスルーエ原子力研究所に客員研究員として滞在
1994. 4 大学院重点化により工学系研究科システム量子工学専攻に所属変更
1996. 4 工学部総合試験所へ配置換え
1999. 4 大学院工学系研究科教授（システム量子工学専攻）に昇任
2000. 4 工学部システム創成学科 （環境・エネルギーシステムコース）に併任
2003. 7 大学院工学系研究科附属原子力工学研究施設(東海村)に配置換え
2005. 4 大学院工学系研究科原子力国際専攻に配置換え
2007.11 大学院工学系研究科総合研究機構に配置換え
2020. 3 東京大学定年退職
2020. 6 東京大学名誉教授
2020. 8 一般財団法人 エネルギー総合工学研究所理事長に就任

Face Book (個人、友達限定）： https://www.facebook.com/takayuki.terai.5
（ご希望があれば、メッセンジャー等で本講義へ参加した旨を明記いただき、リクエストをお願いします）

Instagram(個人)：https://www.instagram.com/takayuki.terai.5/
Twitter（個人）： https://twitter.com/TakayukiTerai
Face Book（国内・海外/こんなとこ行きました）：https://www.facebook.com/terai.ip/
Face Book（東大時代の研究室）： https://www.facebook.com/terailab

主な専門分野：粒子線照射やプラズマによる材料の物性制御と新機能創出、原子力・核融合炉工学、環境・エネルギーシステムの要
素技術 （原著論文約470報、総説35報、著書20冊）
趣味：旅行（特に海外。今は、中南米・アフリカ・中東・中央アジア・南アジアなどへいってみたい）、読書（地理・歴史・社会・文化・自然
科学）、博物館めぐり、適度なスポーツ、写真術（昔はDPEもやりました。今はもっぱらデジタルカメラ）



（一般財団法人）エネルギー総合工学研究所
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・役員：理事長・副理事長（専務理事）・常務理事・理事8名・監事2名、評議員：12名、職員:約60名
・エネルギー技術の体系的基盤の確立・向上を図り、国民経済の健全な発展に寄与することを目的に、

1978年4月1日に「財団法人エネルギー総合工学研究所」として設立。https://www.iae.or.jp/



最近、エネルギー関係の本を出版しています
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エネルギー総合工学研究所編著「図解でわかるカーボンリサイクル」（技術評論社、2020)
エネルギー総合工学研究所編著「図解でわかるカーボンニュートラル」（技術評論社、2021)
エネルギー総合工学研究所編著「見てわかる！エネルギー革命」（誠文堂新光社、2022）
CN2燃料の普及を考える会編著「図解でわかるカーボンニュートラル燃料」（技術評論社、2022) 所員が一部分担執筆
エネルギー総合工学研究所編著「図解でわかる再生可能エネルギー×電力システム」（技術評論社、2023) 
エネルギー総合工学研究所編著「カーボンニュートラル2050ビジョン」（エネルギーフォーラム社、2024）

毎年、シンポジウムを開催し、毎月、月例研究会を開催しています。いずれも現在は参加費無料。ここ2年間はオンライン形式。
詳細は研究所のホームページをご参照ください。 https://www.iae.or.jp/
多くの特典（季刊誌「エネルギー総合工学」の無料配布・シンポジウム・月例研究会・賛助会員会議へのご招待等）がある賛助会員を募集中
（現在 106 法人）。
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第７次エネルギー基本計画案における主なポイント(原子力)

⚫ 原子力は、優れた安定供給性、技術⾃給率を有し、他電源と遜⾊ないコスト⽔準で
変動も少なく、また、⼀定出⼒で安定的に発電可能等の特長を有する。こうした特性
はデータセンターや半導体⼯場等の新たな需要ニーズにも合致することも踏まえ、国

民からの信頼確保に努め、安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続的に活用し
ていく。

⚫ 立地地域との共⽣に向けた政策や国⺠各層とのコミュニケーションの深化・充実、核
燃料サイクル・廃炉・最終処分といったバックエンドプロセスの加速化を進める。

⚫ 再稼働については、安全性の確保を大前提に、産業界の連携、国が前⾯に⽴った理
解活動、原⼦⼒防災対策等、再稼働の加速に向け官⺠を挙げて取り組む。

⚫ 新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代⾰新炉の開発・設置については、地域の

産業や雇用の維持・発展に寄与し、地域の理解が得られるものに限り、廃炉を決定し
た原⼦⼒発電所を有する事業者の原⼦⼒発電所のサイト内での次世代⾰新炉への

建て替えを対象として、六ヶ所再処理工場の竣工等のバックエンド問題の進展も踏ま
えつつ具体化を進めていく。その他の開発などは、各地域における再稼働状況や理
解確保等の進展等、今後の状況を踏まえて検討していく。

⚫ 次世代⾰新炉（⾰新軽⽔炉・⼩型軽⽔炉・⾼速炉・⾼温ガス炉・核融合）の研究開発
等を進めるとともに、サプライチェーン・⼈材の維持・強化に取り組む。
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エネルギー需給の見通し
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実はこの部分が重要
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原子力の特長
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１）CO2放出量が極めて小さい脱炭素電源
ライフサイクルCO2排出量が化石燃料に比べて、1/50～1/25
水力・地熱に次いで少なく、住宅用太陽光の半分

２）エネルギー自立性・長期の価格安定性
燃料のエネルギー出力密度が大きい
(100万kW・年間に必要な濃縮ウラン 20トンは
石炭 2,220,000トン、石油 1,550,000トン、天然ガス 850,000トンと等価)
国内の在庫日数が長い（約3年）
燃料交換後1年以上発電が可能（国際市場価格変動の影響を受けにくい）
IAEは原子力を一次エネルギー自給率に含めている

３）燃料の安定調達
天然ウランは、地域的偏在性が少なく、比較的政情が安定した地域から輸入

４）高い技術自給率
国産化率90％で、国内企業に技術が集積
日本の状況に応じたプラント建設のために高い技術自給率の維持が必要



【統合コストの⼀部を考慮した発電コスト】2040年の試算の結果概要（暫定）
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幅広い産業における原子力利用の拡大
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⚫ データセンター等の電力需要増を見込んだ海外IT企業による原子力活用や、炭素集約
度の高い産業における積極的な原子力活用に向けた動きが報じられている。
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原子力発電所の現状
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2025.1.29時点



東京電力福島第⼀原子力発電所事故を教訓とした安全対策
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新規制基準に従い、安全対策・多重の備えを実施。



既設炉の最大限活用
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⚫ 「GX推進戦略」（昨年7⽉閣議決定）：いかなる事情より安全性を優先し、「原子力規制委員会による

審査･検査に合格し、かつ、地元の理解を得た原子力の再稼働を進める」、「原子力規制委員会に
よる厳格な審査･検査が行われることを前提に、一定の停止期間に限り、追加的な延長を認める」



原子力発電所の再稼働に関する世論の状況
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⚫ 近年、肯定意見が増加し、否定意見が減少している傾向。

（原子力文化振興財団）



原子力に関する世論調査の経年変化と年代別傾向
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⚫ 近年、「即時廃止」は減少し、「増加」や「維持」が増えている。
⚫ 若年層ほど「増加」や「維持」が多く、高齢層ほど「徐々に廃止」や「即時廃止」が多い。

（原子力文化振興財団）
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福島第一原子力発電所の廃炉
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福島第一原子力発電所の廃炉
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①汚染水・処理水対策（汚染水発生量を対策開始前の1/7に。ALPS処理水の海洋放出開始）
②プール内燃料の取り出し（1-2号機：瓦礫撤去や構台設置を実施中。3-4号機：取り出し完了)
③燃料デブリの取り出し（2024年11月7日に第1回試験的取り出し作業終了）

大きさ：約 9mm×約 7mm 重量：約 0.693g



ALPS処理水の海洋放出
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⚫ 2023年8月24日、福島復興に向けて避けて通れない課題である「ALPS処理水」の海洋
放出を開始した。環境や人体への影響は考えられない。



避難指示区域の指定・見直しの経緯
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原⼦⼒発電所の廃炉スケジュール
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⚫ 廃炉決定済の18基※のうち、周辺設備を解体する第2段階にあるのは6基。※福島第一原発を除く。
⚫ 3月14日、中部電力が、浜岡①②の第3段階着⼿の廃⽌措置計画の申請（商用炉初）。



廃炉の円滑化に向けた取組
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⚫ 今年度より、使⽤済燃料再処理・廃炉推進機構(NuRO)として、廃炉推進業務が実施される。

⚫ 廃炉推進業務中期計画を策定し、廃炉の総合的なマネジメントの実現に向け取組を進めていく。



解体廃棄物の種類と量
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⚫ 解体廃棄物のうち、低レベル放射性廃棄物は2%であり、放射能レベルに応じて処分する。
⚫ 低レベル放射性廃棄物については、今後、増加が見込まれることから、早期の処分実現に向けた

取組が重要。
⚫ クリアランス物についても、廃⽌措置の円滑化や資源の有効活用の観点から、更なる再利用先の

拡大を推進するとともに、クリアランス制度の社会定着に向けた取組を進めることが重要。



クリアランス制度
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核燃料サイクル政策
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⚫ 核燃料サイクルは、①⾼レベル放射性廃棄物の減容化、②有害度低減、③資源の有
効利⽤等の観点から、今後も原原子力発電を安定的に利用する上で、関係自治体や
国際社会の理解を得つつ、引き続き推進することが重要である。



核燃料サイクルの確立に向けた取組
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①六ヶ所再処理工場・MOX燃料工場の竣工、②使用済燃料対策の推進、③最終処分の
実現、④プルトニウムバランスの確保 等の取組を加速



六ヶ所再処理工場・MOX燃料工場の概要
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使用済燃料を再処理し、MOX燃料として再利用する核燃料サイクルを進める上で、六ヶ所
再処理⼯場とMOX燃料⼯場は中核となる施設



プルトニウムの着実な利用

32

⚫ 核燃料サイクルを進める上で、2018年に原子力委員会が策定した「我が国におけるプ
ルトニウム利用の基本的な考え方」に基づいて、「利用目的のないプルトニウムは持
たない」との原則を堅持し、保有するプルトニウム量が、47.3トン（2017年末時点の保
有量）を超えないように、適切に管理することが必要である。

⚫ 2023年末時点の我が国のプルトニウム保有量は44.5トンである。また、2024年3月に
示された原子力委員会の見解（※）において、「将来的にはプルトニウム保有量が減少
する見通しを示すことが重要」とされている。

⚫ 現在、英国・仏国にある我が国保有のプルトニウムに加えて、今後、六ヶ所再処理工
場が稼働していく中で、同工場で取り出されたプルトニウムについても着実な利用を
進め、資源の有効利用や廃棄物量・有害度の低減といった核燃料サイクルの効果を、
最大限発揮できるよう、核燃料サイクルを実効的に回していくことが重要となる。

⚫ これまでも、再稼働・プルサーマルの推進や、プルサーマルに関する地元の御理解に
向けた取組、国内外のプルトニウム保有量削減に向けた事業者間連携の具体化、な
どに取り組んできたが、例えば、当面の間、事業者間でプルサーマルが可能な原子力
発電所の数に差があると想定されるなどの課題もある。

⚫ そのため、六ヶ所再処理工場の竣工・稼働を見据えて、プルトニウムの着実な利用と、
適切な管理を図っていくため、事業者間の連携・調整機能を強化する枠組みの在り方
を検討し、必要な対応を進めていくことが必要。

（※）出典︓使⽤済燃料再処理機構の使⽤済燃料再処理等実施中期計画の変更について（⾒解）（2024.3.21 原⼦⼒委員会）



ウラン燃料に関する国際動向
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⚫ 脱炭素化を進めつつ、AI時代における新たな電力需要に対応するため、原子力を積極
的に活用していく流れが世界的に加速している。

⚫ これに伴って、世界的な天然ウランの需要の増加が見込まれる中、ウクライナ侵略が
長期化している状況で、ウラン燃料のサプライチェーンにおけるロシアへの依存度低
減に向けた動きが欧米諸国で進展しており、また、同志国間での協力の重要性も認識
されている。

⚫ 我が国は、国産のウラン濃縮技術を有するとともに、濃縮・再転換・燃料成形加工・再
処理・MOX燃料加工の産業を有している。一方、東日本震災後、原子力発電所の稼働
基数が大幅に減少し、ウラン燃料に関する技術・産業の維持に向けた課題が生じてい
る。

⚫ こうした状況を踏まえ、戦略的にウラン燃料に関する技術を維持するとともに、六ヶ所
再処理工場で回収されるウランの利用も含め、一定程度の自律性を有する持続可能
なウラン燃料供給を確保するため、経済安全保障推進法による支援制度なども活用し
つつ、官民で取組を進めていくことが必要。

⚫ また、例えば、次世代革新炉に関する技術開発を通じて、経済性向上に資する燃料に
ついて知見を蓄積することで、国際的に貢献していくことも可能と考えられる。

⚫ このような取組を通じ、中長期的に、同志国間での安定的・自律的なウラン燃料のサプ
ライチェーン確保に向けて、積極的に貢献していくことが重要。



最終処分に関する経緯（高レベル放射性廃棄物）
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2000年 「最終処分法」制定、NUMO 設立→ 全国公募開始（手挙げ方式）
2007年 高知県東洋町が応募/取り下げ
2015年 最終処分法に基づく「基本方針」改定

国が前面に立つ観点から、
• 科学的により適性の高いと考えられる地域を提示
• 理解状況等を踏まえた国から自治体への申入れ等

2017年 「科学的特性マップ」公表→ 全国各地で説明会を実施中
2020年 北海道２自治体（寿都町、神恵内村）において「文献調査」開始
2023年 最終処分法に基づく「基本方針」改定→ 文献調査の実施地域拡大に向けた取組強化
2024年 佐賀県玄海町で「文献調査」開始

 北海道２自治体の文献調査報告書案について法定プロセス（公告・縦覧、説明会等）を開始
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1. 第7次エネルギー基本計画における原子力の位置づけ
2. 原子力の特長
3. 既設の原子力発電所の現状と再稼働
4. 福島第一原子力発電所の廃炉
5. 通常炉の廃止措置
6. 核燃料サイクルと高レベル廃棄物の処理処分
7. 次世代革新炉の開発・建設

(革新軽水炉・高温ガス炉・高速炉・SMR ・核融合炉）



次世代革新炉の開発・建設

36

⚫ GX推進戦略（昨年7月閣議決定）：「原子力の安全性向上を目指し、新たな安全メカニズムを組み
込んだ次世代革新炉の開発・建設に取り組む」、「地域の理解確保を大前提に、廃炉を決定した
原発の敷地内での次世代革新炉への建て替え」を対象として、具体化を進めていく。



次世代革新炉開発のロードマップ

37



次世代革新炉の種類と現状

38



国内の革新軽水炉の開発状況

39

⚫ 国内PWR４電力と三菱重工業は、革新軽水炉「SRZ-1200」の共同開発を推進しており、
2022年9月に基本設計を進めていくことを公表。

⚫ 日立GEや東芝ESSにおいても「HI-ABWR」や「iBR」の開発を推進。



革新軽水炉（SRZ-1200）の概要

40

①地震・津波対策の向上、②多重化等による信頼性向上、③事故時の更なる信頼性向
上 等により、高い安全性の実現を目指す。



SRZ-1200の設計建設に向けたロードマップ

41

• 東京電力福島第一原子力発電所事故の反省を踏まえて作られた現行規制基準の理念は革新軽
水炉においても踏襲する認識で開発。

• 既設軽水炉の技術をベースに開発しているが、多くの追加安全対策を施した既設軽水炉と異なり、
革新軽水炉では設計段階から合理的に安全対策を取り込むことが可能であり、既設軽水炉とは
異なる技術も採用しながら、高い安全性を実現可能。



高速炉による廃棄物・資源問題解決への貢献

42

⚫ 核燃料サイクルは、①高レベル放射性廃棄物の減容化、②有害度低減、③資源の有効利用 等
の観点から、引き続き推進することが重要。

⚫ 高速炉では、高レベル放射性廃棄物の潜在的有害度が自然界並に低減する期間が10万年から
300年に。長期的には資源の有効利用も可能であり、エネルギーセキュリティの確保にも貢献。核
燃料サイクルの効果をより高める可能性。



導入に向けた技術ロードマップ(高速炉)

43米国・フランスとの連携協力



高速炉実証炉開発事業

44

⚫ 2023年3月、炉概念の仕様と将来的にはその製造・建設を担う事業者（中核企業）の公募を実施、
7月12日の高速炉開発会議戦略ワーキンググループにおいて、炉概念として三菱FBRシステム
ズ株式会社が提案する『ナトリウム冷却タンク型高速炉』を、中核企業として三菱重工業株式会
社を選定して、GX経済移行債を活用した実証炉開発事業を9月から開始。

⚫ 2024年7月、炉と燃料サイクルの研究開発全体を⼀定のレベルまで完遂するとともに、両者を統

合して基本設計に繋げていく機能（研究開発統合機能）を担う組織として、高速炉サイクルプロ
ジェクト推進室をJAEAに設立。当該プロジェクト推進室による開発作業マネジメントの下、設計・
研究開発に取り組んでいる。



高温ガス炉による水素社会への貢献

45

⚫ 将来的な水素社会において、鉄鋼・化学等における原料、輸送機器や発電における燃料としては、
大規模かつ経済的な水素の安定供給が必要。

⚫ 高温ガス炉では950℃の高温熱が取り出せることから、水素製造や発電など熱のカスケード利用
が可能。



導入に向けた技術ロードマップ(高温ガス炉)

46英国・ポーランドとの連携協力



高温ガス炉実証炉開発計画

47

⚫ 2023年3月、基本設計を実施するとともに将来的にはその製造・建設を担う事業者（中核企業）の
公募を実施、第三者の有識者で構成される技術評価委員会にて審査の結果、2023年7月25日、
中核企業として三菱重工業株式会社を選定して、GX経済移行債を活用した実証炉開発事業を8
月から開始。

⚫ 2024年3月、試験炉HTTRにて出⼒100％の状態から急遽停止する安全性実証試験を実施。

⚫ 高温ガス炉の固有の安全性を立証した。
⚫ HTTRへの水素製造施設(水蒸気改質、高温SOEC、水蒸気熱分解、メタン熱分解)の接続に向け

て、2024年度中に原子炉設置変更許可申請予定。



革新炉の種類(米国の例)

48



「VOYGR」（米・NuScale社）の動向

49

⚫ 米NuScale社は米国エネルギー省の支援で開発を進め、初号機プロジェクト（CFPP）は中止となっ
たが、オハイオ州とペンシルベニア州にて2029年に米国内での運転開始を目指す。

⚫ ルーマニアでは、これまでの事業計画段階から、建設を見据えた基本設計段階の契約締結やプロ
ジェクトへの融資額の決定など進捗があった。また、ガーナにおいて新たな建設計画が⽴ち上がっ

た。



「BWRX-300」（米・GE Hitachi社）の動向

50

⚫ 2021年より、カナダの電力会社OPG社による最速2029年運転開始を目指すプロジェクトが進めら
れている。

⚫ ポーランドでは建設に向けた環境・立地調査を開始。また、カナダサスカチュワン州のサスクパ
ワー社は、建設候補地として2箇所を選定する進捗があった。また、英国のSMR支援対象の1候
補として選定された。



フュージョンエネルギー(核融合)研究開発の全体像

51
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原型炉の構想図
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核融合発電実証の早期実現に向けた検討
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核融合反応の実現を目指す多様な炉型

55
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次世代革新炉の開発･建設に向けたサプライチェーン支援

57

⚫ 震災以降、新規建設プロジェクトが途絶する中で原子力の売上構成比の低さ等から、原子力規
格・製造設備・⼈材の維持が難しく撤退を意識するサプライヤも存在。一方、高い国産率により国

内経済や雇用に対する貢献度が高く、脱炭素電源の需要増による世界的な市場ニーズも拡大。
⚫ 日本企業は、大型鍛造品や蒸気発生器・タービンなどサプライチェーンに関する⾼度な技術及び

国際競争⼒を有しており、今後海外を含む新規建設・市場拡大が想定される中で、原子力サプラ

イチェーンの維持・強化に取り組む必要がある。
⚫ 次世代革新炉の建設に向けて、海外市場機会の獲得も見据え、供給途絶・⼈材不足等の課題

を解決しながら、技術開発・⼈材育成・供給能⼒向上など企業の競争⼒を⼀層強化していくため、

GX推進戦略等に則った更なる支援が重要。



原子力人材の育成・確保に向けた方向性

58

⚫ 建設（ものづくり）における技能領域を中心に、各領域の強化を推進していくとともに、関係省庁・
業界団体等との議論も行いながら、雇用数・必要人材数の需給ギャップ見通し作成、ものづくり人
材の育成、流動性の向上などの施策に取組みつつ、海外や他業界の事例を参考にしたうえで、
今後更なる強化・改善策を検討。



原子力サプライチェーンによる市場獲得戦略

59



まとめ：今後の原子力政策の方向性と行動指針の概要
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ご清聴ありがとうございました。

ご質問は、
t-terai@iae.or.jp
および
teraitaka@aol.com
まで お願いいたします。

資源エネルギー庁「第７次エネルギー基本計画(原案) (2016.12)」
資源エネルギー庁「エネルギー基本計画（原案）の概要(2016.12)」
資源エネルギー庁「原子力小委員会におけるこれまでの議論の整理(2016.12)」
資源エネルギー庁「エネルギーをめぐる社会動向を踏まえた革新炉開発の価値(2016.4)」 ほか
総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 革新炉ワーキンググループ 資料
など
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